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SSNNNSNSNS、、活動の場【震 SSNSSNbL活動の機会の充実４５６９生徒の地域に対すⅢ関心を高める５３、、､､N金銭面３４２％SNS、NSSSSSSSSS、指導者の養成確衙SSSSS1教育委員会0 Ｊ７０ 地域住民との運１割、、S、、、NINSSSNSSSSNSSQNNN、安全画、、､ＮＮＳＮＮＮＮＳＮＮＳＮＮ、§、、情報提供の充実〔SBSIその他４ 重複回答ありｎ＝２２９２図６．地域との連携を進めるにあたっての条件提供の充実｣，「安全面」の３項目が高い割合を占めていた（図６参照)．都道府県別にみると，「活動の場*5の充実」は，島根県（58.3％)，栃木県（57.5％)，佐賀県（57.1％)，愛媛県（52.4％)，香川県（52.2％）の高校で高い条件とされているのに対し，福井県（9.1％)，山梨県(15.0％)，山形県（23.8％)，京都府（25.0％)，宮崎,県（28.0％）の高校では低い結果であった．全体的には北海道，四国地方の高校で重視されている条件であった（表７参照)．「活動の機会報の充実」は，島根県（70.8％)，長野県（62.8％)，沖縄県（60.5％)，栃木県・山梨県
(60.0％）の高校では高い条件とされているのに対し，
滋賀県（20.8％)，秋田県（25.8％)，新潟県（26.2％)，
宮城県（32.1％)，福岡県（34.5％）の高校では低い
結果であった．全体的には，北海道の高校で重視され
ている条件であった．
「生徒の地域に対する関心を高める」は，富山県
①学校運営での取組
②予算等の管理体制の整倒
③学校騨凪会への地域住民の参加
④授薬への地域住民の介入
⑤学校施触の開放
⑥地域へのボランティアとしての参加
⑦地域住民への憤綴提供
⑧その他
たが，新潟県（15.1％)，千葉県（27.3％)，埼玉県
(30.2％)，静岡県（30.6％)，神奈川県（31.0％）で
は低い取組みであった全体的には，北海道，四国，
九州・沖縄地方で高く，関東地方では低い結果であっ
た．
「地域住民への`情報提供」は，熊本県（81.5％)，高
知県・佐賀県（75.0％)，鹿児島県（65.2％)，島根県
(62.5％）では高い取組みであったが，栃木県（21.6
％)，茨城県（24.6％)，愛知県（26.8％)，福島県
(28.6％)，山梨県（30.0％）では低い取組みであった
全体的にみると，北海道，九州・沖縄地方がやや高い
結果であった．
（４）地域との連携を進めていくための条件
高校と地域との連携を進めていく上で高校が考える
条件について，図６のような選択肢を設け複数回答で
回答を得た．その結果，「地域住民との連携｣，「情報
蝋５活動の場とは，高校と地域との連携を進めていく上
で活動する施設や環境の整備を意図したもの（例え
ば，自然や空地を利用したふれあい広場，公民館，
図書館，博物館，青少年教育施設，美術館等，様々
な社会教育・文化施設，学校図書館や特別教室など
の学校施設の整備など）である．
*６活動の機会というのは，高校と地域との連携を進め
ていく上での取組みや活動の機会を意図したもの
（例えば，環境浄化活動・交通安全活動，防災活動な
どの地域ぐるみの活動，各地域に残る年中行事や祭
り，ボランティア活動，都市部と過疎地域・農村と
漁村など異なる地域間の交流・乳幼児や老人など異
なる世代間の交流・障害者との交流・国際交流など
様々な人々との多様な交流の機会，自然の中におけ
る様々な生活体験や自然体験など）である．
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0.8％表７．地域との連携を進めていくための条件 ころ予定２０．８％ まない今のと
1１ 既に学ぶ機会を設けている４６．３％まだ検討中であ
２２．４％
今後設ける予定である９．７％
、＝２２９２
図７．地域環境・地域生活についての生徒の学ぶ機会
の有無
「地域住民との連携」は奈良県（95.8％)，徳島県
(93.5％)，岩手県（91.4％)，北海道（90.5％)，新潟
県（90.2％）では高い条件とされているのに対し，鳥
取県（71.4％)，京都府（71.9％)，静岡県（72.3％)，
愛知県（74.2％)，岡山県（74.5％）では低い結果で
あった．
「安全面」は，滋賀県（79.2％)，栃木県（75.0％)，
熊本県（73.3％)，神奈川県（72.1％)，福岡県
(70.9％）では高い条件とされているのに対し，高知
県（25.0％)，新潟県（29.5％)，島根県（33.3％)，
北海道（35.1％)，福井県（36.4％）では低い結果で
あった全体的には，関東，近畿地方が高く，北海道
で低い条件であった．
「情報提供の充実」は，山形県（81.0％)，佐賀県
(78.6％)，宮城県（76.8％)，新潟県（75.4％)，沖縄
県（74.4％）では高い条件とされているのに対し，滋
賀県（41.7％)，愛知県（43.9％)，福井県（45.5％)，
和歌山県（45.8％)，石川県（47.1％）では低い結果
であった．
（５）地域環境・地域生活について生徒の学ぶ機会
地域環境・地域生活について，生徒が学ぶ機会を設
けている高校は，半数以下であった（図７参照)．前
述の地域に「開かれた学校」への取組みを行っている
高校は，９割以上を占めていたことと比べると，生徒
の学ぶ機会からみた地域との関わりは低い現状である．
しかし，８割以上の高校では，「既に設置している｣，
｢今後設ける予定である｣，「検討中」と回答をしてお
り，教育面からも学校と地域の連携が望まれていると
いえる．
都道府県別に教育機会についてみると，山梨県
(800％)，徳島県（77.4％)，沖縄県（72.1％)，高知
県（66.7％)，鹿児島県（66.0％）では，設置してい
ると回答した高校の割合が高いが，愛知県（18.5％)，
新潟県（23.0％)，大阪府（32.9％)，島根県・奈良県
■生二些亘の、血ロ
①活助の増の充実
②活動の樋会の充実
③生後の地埋に対する関心を海ぬる
④dPGOHB
⑤１８，石の養成･伍但
⑤故向委貝会の活性化
⑦地域住民とのⅢ儲
⑧安全面
⑨情粗提供の充実
⑰その他
（760％)，山梨県（75.0％)，大分県（73.2％)，山
形県（71.4％)，宮崎県（68.0％）の高校では高い条
件とされているのに対し，鳥取県（28.6％)，埼玉県
(32.8％)，京都府（34.4％)，島根県（37.5％)，静岡
県（38.5％）の高校では低い結果であった．全体的に
は，東北，九州・沖縄地方の高校で高く，関東，近畿
地方では低い条件であった．
「金銭面」については，滋賀県（58.3％)，香川県
(56.5％)，京都府（53.1％)，兵庫県（49.0％)，三重
県（48.8％）の高校では高い条件とされているのに対
し，茨城県（9.7％)，高知県（16.7％)，栃木県（17.5
％)，群馬県（22.0％)，青森県（23.5％）の高校では
低い結果であった．全体的には，近畿地方の高校で高
い条件であった．
「指導者の養成・確保」では，京都府（68.8％)，和
歌山県（54.2％)，沖縄県（53.5％)，千葉県（51.4％)，
の高校では高い条件とされているのに対し，鳥取県
(23.8％)，島根県（29.2％)，長野県（30.2％)，岐阜
県（30.4％)，新潟県（31.1％）の高校では低い結果
であった．全体的には近畿地方が高い条件であった．
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表８．地域環境・地域生Iii
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地域生活について生徒が学ぶ機会の 組みの差が何によって生じているのか，その要因につ
いて分析を深めていきたい．函南
本調査は，平成15～１６年度科学研究費補助金基盤
研究（C)(1)，課題番号15500518によって行われた
ものである．
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(33.3％）では，低い結果であった全体的にみると，
北海道・東北，中国・四国，九州・沖縄では設置率が
高いが関東地方では低い（表８参照)．
４．まとめと考察
以上，都道府県別に高校における地域に対する見解
と周辺地域との関わりをみてきた教育行政は，国が
定める基本的な枠組みのもとで，都道府県主体に実施
されている．本来，教育行政のあり方としては，都道
府県間で開きがなく，教育水準も同程度確保されてい
る必要がある'8)．しかし，地域に「開かれた学校」の
取組みや，地域環境・地域生活ついての教育機会から
みても，各都道府県の取組み姿勢には差がみられる．
高校段階における学校と地域の連携を充実させるため
には，このような地方の教育行政の差をなくしていく
ことが重要である．
今後，高校の教育段階において，学校と地域の連携
が同程度確保されるように，各都道府県での見解や取
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